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１　今後の国保運営における方針

Ｈ28実績 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ32 Ｈ30-Ｈ32合計

48,000 58,000
（+10,000）

68,000
（+20,000）

78,000
（+30,000）

204,000
（+60,000）

千円

（１）　積極的かつ効果のある保健事業の実施により、医療費の増加を抑

　　　　制する。

　　　　保健事業の効果を医療費ベースで、Ｈ30：1,000万円、Ｈ31：2,000万円、

　　　　Ｈ32：3,000万円見込む。
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（２）　被保険者の負担軽減のため、基金を活用する。

（３）　被保険者の負担軽減のため、法定外繰入金を一定額繰り入れる。

　　　６年間で廃止する。（３年間　13.5億円→3億円）

Ｈ29 Ｈ30-Ｈ32合計

基金繰入金 475,107
（現在高）

300,000

千円

　（４）　収支不足額については、税率・税額を改正して収入を確保する。

Ｈ29 Ｈ30-Ｈ32合計

法定外繰入金 450,000 300,000
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２　新たな税率設定における方針

　（１）　国保医療費計画に基づき、３年ごとの見直し

　

　（２）　４方式の維持

　

　（３）　賦課割合（応能：応益＝６７：３３）による低所得者の負担軽減

　

　（４）　収納率を９１．５％と見込む（県標準収納率９１.0％）
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Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ32

和光市の
一人当たり医療費

315,041円 328,048円 341,603円 355,718円

　前年度比伸び率 1.041285 1.041320 1.041322

埼玉県の
一人当たり医療費

337,993円 348,825円 357,137円 364,783円

　前年度比伸び率 1.03205 1.02383 1.02141
和光市納付金伸び率 1.00895 1.01708 1.01950

３　上記方針に基づく、今後の財政推計
　　　　（保健事業の効果、収納率向上、基金繰入金を反映）

（１）　効果後の医療費・納付金

4



Ｈ29（第３回試算） Ｈ30 Ｈ31 Ｈ32 Ｈ30-Ｈ32
合計

納付金

（退職含
む）

2,221,309
千円

2,241,028
千円

2,269,980
千円

2,305,031
千円

6,816,040
千円
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（２）効果後の保険税必要額（現年分）

　納付金に保健事業等のプラス要因、市町村向け公費、基盤安定繰入金（支援分）及

び保険税（過年度分）等のマイナス要因を考慮して算出

Ｈ29
（第３回試算）

Ｈ30 Ｈ31 Ｈ32 Ｈ30-Ｈ32
合計

プラス要因 146,131 146,131 146,131 146,131 438,393

マイナス要因 177,932 177,932 177,932 177,932 533,795

保険税必要額 2,189,508 2,209,228 2,238,179 2,273,231 6,720,638

現行税率におけ
る保険税収入

1,597,807 1,549,873 1,504,926 1,462,789 4,517,588

うち基盤安定
（軽減分）

120,000 116,400 113,024 109,590 339,284

不足額 659,355 733,253 810,442 2,203,050

千円
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３年間の保険税
必要額（基金及び法
定外繰入金控除後）

6,120,638千円

　医療分 4,203,067千円

　支援分 1,369,616千円

　介護分 547,954千円

所得割 資産割 均等割 平等割

医療分 7.96％ 12.00％ 21,114円 18,000円

支援分 2.63％ ー 10,440円 ー

介護分 1.98％ ー 14,305円 ー

合計 12.57％ 12.00％ 45,859円 18,000円

医／応能：応益＝67：33
４方式

所得割 資産割 均等割 平等割

医療分 6.3％ 12％ 15,600円 18,000円

支援分 1.8％ ー 7,200円 ー

介護分 1.0％ ー 7,200円 ー

合計 9.1％ 12％ 30,000円 18,000円

現行税率（参考）

（３）今後の税率（Ｈ３０からＨ３２年の３ヵ年）

一人当たり保険税
Ｈ２９予算ベース　　　　　98,415円

Ｈ30以降　　　　　　　　　133,315円
　　　　　　　　　　　　　　　　（135％）
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Ｈ30 Ｈ31 Ｈ32 合計

保険税（現年）
必要額

2,209,228 2,238,179 2,273,231 6,720,638

保険税収入
（現年）

2,100,142 2,039,705 1,980,791 6,270,638

基金繰入金
各年度の金額は活用例

100,000 100,000 100,000 300,000

法定外繰入金 100,000 100,000 100,000 300,000

差引 +90,914 +1,526 △92,440 0

千円

（４）財政推計
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千円
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（５）税率等比較（Ｈ２９）

課税区分 和光市 朝霞市 志木市 新座市 近隣３市平均 県内市平均

医
療
分

所得割額（％） 6.30 7.70 7.00 7.39 7.36 6.84

資産割額（％） 12.00 33.00 34.00 35.00 34.00 25.67

均等割額（円） 15,600 12,000 9,500 3,000 8,167 16,313

平等割額（円） 18,000 14,000 19,500 13,000 15,500 14,865

課税限度額（万円） 54 51 51 49 50.3 52.0

支
援
分

所得割額（％） 1.80 2.00 1.10 1.36 1.49 2.03

均等割額（円） 7,200 9,000 10,000 11,000 10,000 8,480

課税限度額（万円） 19 14 14 14 14.0 16.7

介
護
分

所得割額（％） 1.00 1.70 1.36 1.36 1.47 1.40

均等割額（円） 7,200 9,000 11,000 11,000 10,333 9,938

課税限度額（万円） 16 12 12 12 12.0 14.7
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４　税額の例①

給与収入（４０歳、１人世帯、固定資産なし）

収入 所得 現行税額 改正案 増加額 増加率

1,000,000 350,000 25,700 34,300 8,600 33.5％

2,000,000 1,220,000 128,900 175,600 46,700 36.2％

5,000,000 3,460,000 332,700 457,100 124,400 37.4％

円
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４　税額の例②

給与収入４０歳、１人世帯、固定資産あり
円

収入 所得 現行税額 改正案 増加額 増加率

1,000,000 350,000 38,800 47,400 8,600 22.2％

2,000,000 1,220,000 142,000 188,700 46,700 32.9％

5,000,000 3,460,000 345,800 470,200 124,400 36.0％
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年金収入　６５歳、１人世帯、固定資産なし
円

４　税額の例③

収入 所得 現行税額 改正案 増加額 増加率

1,000,000 0 12,100 14,800 2,700 22.3％

2,000,000 800,000 70,600 89,400 18,800 26.6％

5,000,000 3,465,000 294,700 381,400 86,700 29.4％

13



年金収入　６５歳、１人世帯、固定資産あり
円

４　税額の例④

収入 所得 現行税額 改正案 増加額 増加率

1,000,000 0 25,200 27,900 2,700 10.7％

2,000,000 800,000 83,700 102,400 18,700 22.3％

5,000,000 3,465,000 307,700 394,500 86,800 28.2％
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